
静岡市規則第68号 

 静岡市旅館業法等の施行に関する規則等の一部を改正する規則をここに制定する。 

  令和５年12月13日 

                    静岡市長 難波 喬司 

   静岡市旅館業法等の施行に関する規則等の一部を改正する規則 

 （静岡市旅館業法等の施行に関する規則の一部改正） 

第１条 静岡市旅館業法等の施行に関する規則（平成15年静岡市規則第143号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第４条第１項中「又は第３条の３」を「、第３条の３又は第３条の４」に改める。 

第６条第１号中「第３条の３」を「第３条の４」に改める。 

第17条第２号中「第２条」を「第１条の３、省令第２条」に改める。 

  様式第１号を次のように改める。 



様式第１号（第17条関係）  

（表） 

旅 館 業 許 可 申 請 書 

  年  月  日  

（宛先）静岡市保健所長 

住所（法人にあっては、その主た

る事務所の所在地） 

（ ふ り が な ）   

氏名（法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名） 

生 年 月 日
    年   月   日 

（法人にあっては、記入不要）

  旅館業の許可を受けたいので、旅館業法施行規則第１条の規定により関係書類を添え

て申請します。 

営 業

施 設

（ふりがな）

名 称

所 在 地

静岡市    区 

             電話（  ） 

管理者

住 所

（ふりがな）
生年月日 年 月 日生

氏 名

営 業 の 種 別

申 請 の 区 別
新 築 ・ 増 改 築 

用 途 変 更 ・ 名 義 変 更 

旅館業法施行規則第

５条第１項に該当す

るときは、その旨及び

期間 

旅館業法第３条第２

項各号に該当するとき

は、その旨及び内容 

旅館業法第３条第３

項各号の施設との距離

がおおむね100m以内で

ある場合は、その内容及

び距離 

添 付 書 類

１ 申請者が法人の場合は、定款又は寄附行為の写し 

２ 案内図、建物配置見取図、各階平面図（縮尺100分の１以上）

及び付近300ｍ以内の見取図 

３ 新築の場合は、確認済証及び工事検査済証の写し 

４ 旅館業法第３条第３項各号に掲げる施設がおおむね100ｍ以

内の距離にあるときには、その距離を明示した地図 

５ 使用水が水道法に規定する水道の水の場合は使用証明書、そ

の他の場合は水質検査成績証明書 

６ 使用する土地建物が他人所有の場合は、借受契約書の写し又

は承諾書 



（裏） 

（注）面積については、小数点以下２桁まで記入してください。 

営 業 施 設 の 内 容 

敷地面積 m2 建物の構造

建築面積 m2 階 数 地上  階・地下  階 

延べ面積 m2 屋根の構造

客席面積

及び定員

寝台の有無 床 面 積 有効面積 定 員 室 数

客室合計 

室

定員合計 

人

  m2 m2 人 室

  m2 m2 人 室

  m2 m2 人 室

  m2 m2 人 室

  m2 m2 人 室

  m2 m2 人 室

  m2 m2 人 室

  m2 m2 人 室

  m2 m2 人 室

  m2 m2 人 室

広 間 室 

便 所
客 用（水洗・くみ取り） 箇所（大 個・小 個）・手洗設備 箇所 

家人用（水洗・くみ取り） 箇所（大 個・小 個）・手洗設備 箇所 

浴 室

男 用 箇所
温泉・沸かし湯・薬湯・その他（    ） 

循環式浴槽・ろ過器・気泡発生装置等 

女 用 箇所
温泉・沸かし湯・薬湯・その他（    ） 

循環式浴槽・ろ過器・気泡発生装置等 

個 人 用 箇所
温泉・沸かし湯・薬湯・その他（    ） 

循環式浴槽・ろ過器・気泡発生装置等 

家 人 用 箇所
温泉・沸かし湯・薬湯・その他（    ） 

循環式浴槽・ろ過器・気泡発生装置等 

洗 面 所            箇所（蛇口   箇所） 

調 理 場              m2

使 用 水

区 分 用 途 

上水道・簡易水道・その他（   ）

上水道・簡易水道・その他（   ）

従事者数 男   人 ・ 女   人 ・ 合計   人 



  様式第２号を次のように改める。  



様式第２号（第17条関係）  

（表） 

旅 館 業 承 継 承 認 申 請 書 

   年  月  日  

（宛先）静岡市保健所長 

  申請者住所（法人にあっては、その

主たる事務所の所在地） 

（ ふ り が な ）   

申請者氏名（法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名） 

生 年 月 日
    年   月   日 

（法人にあっては、記入不要） 

  旅館業の承継の承認を受けたいので、旅館業法施行規則 

第１条の３

第２条 

第３条 

の規定により関係

 書類を添えて申請します。 

営業施設

（ふりがな）   

名 称

所 在 地
静岡市    区 

             電話（   ） 

営業許可番号     年  月  日付け  第        号 

営 業 の 種 別

事
業
譲
渡
の
場
合

譲 受 人 の 住 所

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）

譲 受 人 の 氏 名

（法人にあっては、その名称及び代表者氏名）

譲 受 人 の 生 年 月 日

（法人にあっては、記載不要）
  年   月   日 

譲 渡 人 の 住 所

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）

譲 渡 人 の 氏 名

（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

譲 渡 の 予 定 年 月 日        年   月   日 

合

併

又

は

分

割

の

場

合

合併により消滅する法人又は分割前の

法人の所在地 

合併により消滅する法人又は分割前の

法人の名称及び代表者の氏名 

合併後存続する法人若しくは合併によ

り設立される法人又は分割により旅館

業を承継する法人の事務所の所在地 

合併後存続する法人若しくは合併によ

り設立される法人又は分割により旅館

業を承継する法人の名称及び代表者氏

名 

合 併 又 は 分 割 の 予 定 年 月 日      年   月   日 



（裏） 

相
続
の
場
合

被 相 続 人 の 住 所   

被 相 続 人 の 氏 名   

相 続 開 始 年 月 日      年   月   日 

旅館業法第３条第２項各号に該当すること

の有無及び該当するときは、その内容 

添  付  書  類 

１ 事業譲渡の場合は、旅館業の譲渡を証する書類 

２ 譲受人が法人の場合は、譲受人の定款又は寄付行為の写し 

３ 合併又は分割の場合は、営業者の地位を承継しようとする法人

の定款又は寄附行為の写し 

４ 相続の場合は、戸籍謄本又は不動産登記規則第247条第５項の

規定により交付を受けた同条第１項に規定する法定相続情報一

覧図の写し 

５ 相続において相続人が２人以上ある場合は、営業者の地位を承

継すべき相続人として選定されたことを証する書類 

６ 旅館業法第３条第３項各号に掲げる施設がおおむね100m以

内の距離にあるときには、その距離を明示した地図 

（注）該当する欄にその内容を記載してください。 



                 「第３条の２   

様式第６号中「（第３条の３）」を 第３条の３ に改める。 

                第３条の４」 

 （静岡市興行場法施行細則の一部改正） 

第２条 静岡市興行場法施行細則（平成15年静岡市規則第142号）の一部を次のように改正する。 

 様式第１号を次のように改める。 



様式第１号（第２条関係） 
（表） 

興 行 場 営 業 許 可 申 請 書 

     年  月  日 

（宛先）静岡市保健所長 

住所（法人にあっては、その

主たる事務所の所在地） 
（ ふ り が な ）

氏名（法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名） 

生 年 月 日
年  月  日 

（法人にあっては、記入不要）

興行場の営業許可を受けたいので、静岡市興行場法施行細則第２条の規定により関係書類を添えて 

申請します。 

営 業 施 設

（ふりがな）

名 称

所 在 地
静岡市   区 

   電話（   ）  

管 理 者

住 所

（ふりがな）

生年月日 年 月 日
氏 名

営 業 の 種 別

申 請 の 区 分

新 築 ・ 増 改 築 

用 途 変 更 ・ 名 義 変 更 

興 行 場 の 態 様
常 設  ・ 仮 設 

屋 内 ・ 屋 外 

興 業 期 間

（ 仮 設 興 行 場 の 場 合 ）
  年  月  日 ～   年  月  日 

興 業 時 間

（ 仮 設 興 行 場 の 場 合 ）
     時     分～     時     分 

添 付 書 類

１ 申請者が法人の場合は、登記事項証明書又は定款若しくは寄附行

為の写し 

２ 案内図、建物配置見取図、各階平面図（縮尺100分の１以上）及び

付近300ｍ（仮設興行場の場合は200ｍ）以内の見取図 

３ 新築の場合は、確認済証及び工事検査済証の写し 

４ 使用する土地建物が他人所有の場合は、借受契約書の写し又は承

諾書 





（裏） 

（注）面積については、小数点以下２桁まで記入してください。 

営 業 施 設 の 内 容 

敷 地 面 積 ㎡ 建 物 の 構 造

建 築 面 積 ㎡ 階    数 地上  階・地下  階 

延 べ 面 積 ㎡ 床 の 構 造

興行場面積 ㎡ 出  入  口 箇所

客 席 面 積

及 び 定 員

椅 子 席 面積      ㎡・定員      人 
面積合計 

㎡

定員合計 

人

座  席 面積      ㎡・定員      人 

立ち見席 面積      ㎡・定員      人 

そ の 他 面積      ㎡・定員      人 

換 気 装 置

の 概 要

便 所 

男性用 

箇所（大  個・小  個） 

うち身障者用 

箇所（大 個・小  個） 

女性用 

箇所（大  個） 

うち身障者用 

箇所（大  個） 

手洗設備 箇所 消毒設備 箇所 換気装置 箇所

床及び内壁の構造  

喫煙所 箇所 

照明設備 

観覧室その他の場所の床面から80cmの高さの照度 ルクス

映写中又は演技中における観覧室の客席の床面の照度 ルクス

備  考  



  様式第２号を次のように改める。



様式第２号（第３条関係） 
（表） 

興行場営業許可申請書記載事項変更（承継・承継届出書記載事項変更・廃止）届出書 

  年  月  日 

（宛先）静岡市保健所長 

住所（法人にあっては、その主

たる事務所の所在地） 

（ ふ り が な ）

氏名（法人にあっては、その名

称及び代表者の氏名） 

生 年 月 日
年    月    日 

（法人にあっては、記入不要）

次の施設について、下記のとおり届け出ます。 

（ ふ り が な ）

施 設 の 名 称

所 在 地
静岡市     区 

   電話（   ） 

営 業 許 可 番 号 年  月  日付け       第     号 

営 業 の 種 別

届 出 区 分 添付書類等 異 動 年 月 日 根  拠  法  令

施設の名称の変更 （１）  年 月 日 静岡市興行場法施行細則第３条

第１項・第２項  営業者の住所（法人にあっ

ては、その主たる事務所の

所在地）又は氏名（法人にあ

っては、その名称及び代表

者の氏名）の変更 

（１）（２）  年 月 日 

管理者の変更   年 月 日 

構造設備の変更 （３）  年 月 日 

その他の変更   年 月 日 

廃止 （１）  年 月 日 

承継（事業譲渡） （２)（４）  年 月 日 興行場法第２条の２第２項 

承継（相続） （５）（６）  年 月 日 

承継（合併又は分割） （２）  年 月 日 

添付書類 （１）興行場営業許可証 
（２）届出者が法人の場合は、登記事項証明書又は定款若しくは寄付行為の写し 
（３）内容を明示する平面図等 
（４）営業の譲渡が行われたことを証する書類 
（５）戸籍謄本又は不動産登記規則第247条第５項の規定により交付を受けた同条第１項に 

規定する法定相続情報一覧図の写し 
（６）相続人が２人以上ある場合は、営業者の地位を承継すべき相続人として選定されたこ

とを証する書類 

（注）該当する届出区分の左欄に○印を記入してください。 



（裏） 

事
業
譲
渡
の
場
合

譲 渡 人 の 住 所

（法人にあっては、その事務所所在地）

譲 渡 人 の 氏 名

（法人にあっては、その名称及び代表者氏名）

譲 渡 の 年 月 日  年   月   日 

相
続
の
場
合

被 相 続 人 の 住 所

被 相 続 人 の 氏 名

被 相 続 人 と の 続 柄

相 続 開 始 の 年 月 日 年   月   日 

合
併
又
は
分
割
の
場
合

合併により消滅した法人又は分割前の

法人の所在地 

合併により消滅した法人又は分割前の

法人の名称及び代表者の氏名 

合 併 又 は 分 割 の 年 月 日  年   月   日 

営 業 者

（ふりがな）  

氏 名 又 は 名 称

住 所 又 は 所 在 地
電話（   ）   

法 人 代 表 者

営業施設

（ふりがな）  

名 称

所 在 地
静岡市 

電話（   ） 

管 理 者

住 所

（ふりがな）  
生 年 月 日 年 月  日生

氏 名

構 造 設 備

そ の 他 の 変 更

廃 止 の 理 由  

（注）該当する欄にその内容（変更の場合は、変更後の内容）を記入してください。



 （静岡市公衆浴場法等の施行に関する規則の一部改正） 

第３条 静岡市公衆浴場法等の施行に関する規則（平成15年静岡市規則第144号）の一部を次の

ように改正する。 

  第14条第２号中「第２条」を「省令第１条の２、省令第２条」に改める。 

  様式第１号を次のように改める。



様式第１号（第14条関係） 

（表） 

公 衆 浴 場 業 許 可 申 請 書 

年  月  日  

  （宛先）静岡市保健所長 

住所（法人にあっては、その主た

る事務所の所在地） 

（ ふ り が な ）

氏名（法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名） 

生 年 月 日 
   年  月  日 

（法人にあっては、記入不要） 

  公衆浴場業の許可を受けたいので、公衆浴場法施行規則第１条の規定により関係書類

を添えて申請します。 

営業施設

（ふりがな）

名 称

所 在 地
静岡市   区 

             電話（   ） 

管 理 者

住 所

（ふりがな）
生年月日 年 月 日生

氏 名

公 衆 浴 場 の 種 類

申 請 の 区 分
新 築 ・ 増 改 築 

用 途 変 更 ・ 名 義 変 更 

添 付 書 類

１ 申請者が法人の場合は、定款又は寄附行為の写し 

２ 案内図、建物配置見取図、各階平面図（縮尺100分の１以

上）及び付近350ｍ以内の見取図 

３ 新築の場合は、確認済証及び工事検査済証の写し 

４ 温泉又は薬湯を使用する場合は、その含有物質又は医薬

品の名称、成分、用法、用量及び効能を記載した書類 

５ 使用水が水道法に規定する水道の水の場合は使用証明書、

その他の場合は水質検査成績証明書 

６ 使用する土地建物が他人所有の場合は、借受契約書の写し

又は承諾書 



（裏） 

（注）面積については、小数点以下２桁まで記入してください。

営 業 施 設 の 構 造 設 備  

敷地面積 m2 建 物 の 構 造

建築面積 m2 階 数 地上   階・地下   階 

延べ面積 m2

浴 槽

男性

区分 面 積 深 さ 中段足掛け 備 考

 m2 cm cm

 m2 cm cm

 m2 cm cm

女性

区分 面 積 深 さ 中段足掛け 備 考

 m2 cm cm

 m2 cm cm

 m2 cm cm

洗 い 場

男性

面 積 湯栓 水栓
シャ

ワー

排水

勾配

床の

構造
湯気抜き装置 

m2    cm

m2    cm

女性

面 積 湯栓 水栓
シャ

ワー

排水

勾配

床の

構造
湯気抜き装置 

m2    cm

m2    cm

脱 衣 場

男性

面 積 ロッカー数 洗 面 所 備 考 

m2  箇所

m2  箇所

女性

面 積 ロッカー数 洗 面 所 備 考 

m2  箇所

m2  箇所

釜 場
面 積 使 用 燃 料 貯 湯 槽 容 量 釜 の 種 類 濾 過 機 形 式

m2  m3

便 所
男性       箇所（大   個・小   個） 

女性       箇所（大   個） 

そ の 他 

附属建物の状況（燃料置場等）  

煙 突 の 高 さ

最寄りの浴場との距離及び名称  

使 用 水

区 分 用 途 

上水道・簡易水道・その他（  ）  

上水道・簡易水道・その他（  ）  



  様式第２号を次のように改める。



様式第２号その１（第14条関係） 

（表） 

公衆浴場業承継届書 

年  月  日  

  （宛先）静岡市保健所長 

営業者住所（法人にあっては、そ

の主たる事務所の所在地） 

（ ふ り が な ）  

営業者氏名（法人にあっては、そ

の名称及び代表者の氏名）  

生 年 月 日 
   年  月  日 

（法人にあっては、記入不要） 

  次の施設について、次のとおり届け出ます。 

営業施設

（ふりがな）   

名 称

所 在 地
静岡市    区 

             電話（   ） 

営業許可番号     年  月  日付け  第        号 

営 業 の 種 別

事
業
譲
渡
の
場
合

譲 渡 人 の 住 所

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）

譲 渡 人 の 氏 名

（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

譲 渡 の 年 月 日 年   月   日 

相
続
の
場
合

被 相 続 人 の 住 所

被 相 続 人 の 氏 名

被 相 続 人 と の 続 柄

相 続 開 始 の 年 月 日 年   月   日 

合

併

又

は

分

割

の

場

合

合併により消滅した法人又は分割前の

法人の所在地 

合併により消滅した法人又は分割前の

法人の名称及び代表者の氏名 

合 併 又 は 分 割 の 年 月 日 年   月   日 



（裏） 

添 付 書 類 

１ 事業譲渡の場合は、公衆浴場業の譲渡を証する書類 

２ 譲受人が法人の場合は、譲受人の定款又は寄付行為の写し 

３ 相続の場合は、戸籍謄本又は不動産登記規則第247条第５項

の規定により交付を受けた同条第１項に規定する法定相続情

報一覧図の写し 

４ 相続において相続人が２人以上ある場合は、営業者の地位を

承継すべき相続人として選定されたことを証する書類 

５ 合併又は分割の場合は、営業者の地位を承継しようとする法

人の定款又は寄附行為の写し 

（注）該当する欄にその内容を記載してください。 



様式第２号その２（第14条関係） 

（表） 

公衆浴場業許可申請書記載事項変更 

（承継届書記載事項変更・停止・廃止）届書

年  月  日  

  （宛先）静岡市保健所長 

営業者住所（法人にあっては、そ

の主たる事務所の所在地） 

（ ふ り が な ）  

営業者氏名（法人にあっては、そ

の名称及び代表者の氏名）  

生 年 月 日 
   年  月  日 

（法人にあっては、記入不要） 

  次の施設について、次のとおり届け出ます。 

（ ふ り が な）

施 設 の 名 称

所 在 地
静岡市    区 

                 電話（   ） 

営 業 許 可 番 号      年  月  日付け   第        号 

営 業 の 種 別

届 出 区 分 
添 付

書 類 等
変 更 年 月 日 根拠法令 

施 設 の 名称 の 変更 （１） 年  月  日 公衆浴場法施行規則第

４条 
営業者の住所（法人に
あっては、その主たる
事務所の所在地）又は
氏名（法人にあっては、
その名称及び代表者氏
名 ） の 変 更

（１）（２） 年  月  日

管 理 者 の 変 更   年  月  日

構 造 設 備 の 変 更 （３） 年  月  日

そ の 他 の 変 更   年  月  日

停 止

廃 止 （２） 年  月  日

添付書類（１）変更事項を証する書類（登記事項証明書等） 
（２）公衆浴場営業許可証 
（３）内容を明示する平面図等 

（注）該当する届出区分の左欄に○印を記入してください。 



（裏） 

営業者の

氏名（法

人にあっ

ては、そ

の名称及

び代表者

の氏名）

（ふりがな）  

変

更

前

（ふりがな） 

営業者の

住所（法

人にあっ

ては、そ

の 所 在

地） 

（ふりがな）  

変

更

前

（ふりがな） 

施設の名

称 

（ふりがな） 

変

更

前

（ふりがな） 

管 理 者

住 所

（ ふ り が な）
生年月日 年 月 日

氏 名

構 造 設 備

そ の 他 の 変 更

停 止 期 間    年  月  日から   年  月  日まで 

停 止 ( 廃 止 ) の 理 由

（注）１ 該当する欄にその内容を記載してください。 

２ 変更の場合は、変更後の内容を記載し、変更前の欄に変更前の内容を記載してくだ

さい。 



 （静岡市クリーニング業法施行細則の一部改正） 

第４条 静岡市クリーニング業法施行細則（平成15年静岡市規則第147号）の一部を次のように

改正する。 

  様式第１号を次のように改める。



様式第１号（第２条関係） 

（表） 

クリーニング所開設届出書 
  年  月  日 

（宛先）静 岡 市 保 健 所 長  

営業者住所（法人にあっては、

その主たる事務所の所在地）

営業者本籍地（法人にあって

は、記入不要） 
（ ふ り が な ）
営業者氏名（法人にあっては、

その名称及び代表者氏名） 

生 年 月 日 年 月 日（法人にあっては、記入不要）

クリーニング所を開設するので、クリーニング業法第５条第１項の規定により届け出ます。 

クリーニ

ン グ 所

（ふりがな）

名 称

所 在 地
静岡市    区 

   電話（   ）   

管 理 人

住 所

本 籍 地

（ふりがな）

生年月日 年 月  日生
氏 名

免許証（取次

店の場合は不

要） 

年  月  日付け    県    第     号 

管理人以

外のクリ

ーニング

師 

１

住  所 

本 籍 地

（ふりがな）
生年月日 年 月  日生

氏 名

免 許 証 年  月  日付け    県    第     号 

２

住   所

本 籍 地

（ふりがな）
生年月日 年 月  日生

氏 名

免 許 証 年  月  日付け    県    第     号 

従 事 者 数 人（免許所持者を除く） 

種

別

（１） 受取及び引渡しのみを行うクリーニング所      

（２）（１）以外のクリーニング所 

（１） 消毒を要する洗濯物を取り扱うクリーニング所    

（２）（１）以外のクリーニング所 

開 設 予 定 年 月 日   年  月  日 



（裏） 

構 造
受渡（取次）面積 ㎡ 仕上場面積 ㎡

洗い場面積 ㎡ 乾燥の方法 （ 自然  ・  機械 ） 

設 備

洗 い 場

水 洗 い 洗 濯 機 合計能力     kg  台数     台 

脱 水 機         台 

ド ラ イ 機

（溶剤        能力    kg）  台 

（溶剤        能力    kg）  台 

（溶剤        能力    kg）  台 

（溶剤        能力    kg）  台 

乾 燥 機          台 

そ の 他

溶剤回収
方式 無・活性炭方式・その他（              ）

溶剤 石油系・パーク・エタン・フロン・その他（      ）

廃 液 処 理 の 方 法

溶 剤 保 管 施 設      リットル（別紙図面のとおり） 

手 洗 い 設 備      箇  所（別紙図面のとおり） 

消毒を要する洗濯

物 の 消 毒 方 法

添 付 書 類

１ 構造及び設備の平面図並びに案内図 

２ 開設者が法人の場合は、登記事項証明書又は定款若しくは寄附行為の写し 

３ クリーニング師免許証の写し（書換えをしていないときは、戸籍抄本を添付す

ること。） 

（注）１ 面積については、小数点以下２桁まで記入してください。 

２ 取次所の場合は、添付書類３は不要です。 



  様式第２号を次のように改める。



様式第２号（第２条関係） 

無店舗取次店営業届出書 

  年  月  日 

（宛先）静岡市保健所長 

営業者住所（法人にあっては、

その主たる事務所の所在地）

営業者本籍地（法人にあって

は、記入不要） 
（ ふ り が な ）

営業者氏名（法人にあっては、

その名称及び代表者氏名） 

生 年 月 日 年 月 日（法人の場合は不要）

電 話 番 号 

無店舗取次店を営業するので、クリーニング業法第５条第２項の規定により届け出ます。 

無店舗取

次 店

（ふりがな）

名 称

営 業 区 域

業務用車

両 

自動車登録番号

又は車両番号

保 管 場 所

クリーニ

ン グ 師

１

住  所 

本 籍 地

（ふりがな）
生年月日 年  月  日

氏 名

免 許 証 年  月  日付け    県    第     号 

２

住   所

本 籍 地

（ふりがな）
生年月日 年  月  日

氏 名

免 許 証 年  月  日付け    県    第     号 

従 事 者 数 人（免許所持者を除く。） 

種 別
（１）消毒を要する洗濯物を取り扱う無店舗取次店 

（２）（１）以外の無店舗取次店 

営 業 開 始 予 定 年 月 日   年  月  日 



業務用車両の

構 造 の 概 要

添 付 書 類

１ 自動車検査証の写し 

２ 営業者が法人の場合は、登記事項証明書又は定款若しくは寄附行為の

写し 

３ 従事者中にクリーニング師のある場合は、免許証の写し（書換えをし

ていないときは、戸籍抄本を添付すること。） 

４ 他にクリーニング所を開設し、又は無店舗取次店を営んでいる場合

は、当該クリーニング所又は無店舗取次店ごとの次に掲げる事項を記載

した書類 

（１）クリーニング所又は無店舗取次店の名称 

（２）クリーニング所の所在地又は無店舗取次店の業務用車両の保管場所

及び自動車登録番号若しくは車両番号 

（３）従事者数 

（４）従事者中にクリーニング師のある場合は、その氏名 



  様式第５号を次のように改める。



様式第５号（第５条関係） 
（表） 

クリーニング所開設届出事項変更（廃止）届出書 

  年  月  日 

（宛先）静岡市保健所長 

営業者住所（法人にあっては、その

主たる事務所の所在地） 

営業者本籍地（法人にあっては、記

入不要） 
（ ふ り が な ）

営業者氏名（法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名） 

生 年 月 日 
年 月 日（法人にあっては、記入不

要）

（ふりがな）

施 設 の 名 称

所 在 地
静岡市    区 

          電話（   ）   

開設検査確認済証 年  月  日付け       第     号 

届出区分 添付書類等 異動年月日 根拠法令 

 営業者の氏名（法人にあっては、その名称及

び代表者氏名）又は住所（法人にあっては、

その主たる事務所の所在地）の変更 

（１） 

（２） 
年  月  日

クリーニング業法

第５条第３項 

クリーニング所の名称 （１） 年  月  日

構造設備の変更 （３） 年  月  日

管理人の氏名又は住所の変更 （４） 年  月  日

営業者（管理人）の本籍地の変更 （５） 年  月  日

従業者中のクリーニング師の変更 （４） 

クリーニング師を除く従事者数の変更  年  月  日

その他の変更  年  月  日

廃止 （１） 年  月  日

添付書類 （１）開設検査確認済証 
（２）法人の場合は、登記事項証明書又は定款若しくは寄附行為の写し 
（３）内容を明示する平面図等 
（４）クリーニング師免許証の写し（書換えをしていないときは、戸籍抄本（解雇を除く。））
（５）戸籍抄本 

（注）該当する届出区分の左欄に○印を記入してください。 

   変更 

次の施設について  したので届け出ます。 

         廃止 



（裏） 

営業者の氏名 

（法人にあって

は、その名称及び

代表者氏名） 

（ふりがな）

変
更
前

（ふりがな） 

営業者の住所 

（法人にあって

は、その主たる事

務所の所在地） 

変
更
前

施設の名称 

（ふりがな）

変
更
前

（ふりがな） 

構造設備

管理人 

住 所

本 籍 地

（ふりがな）

生年月日 年  月  日
氏 名

免 許 証   年  月  日付け    県 第      号 

クリーニング師 

住 所

本 籍 地

（ふりがな）
生年月日 年  月  日

氏 名

免許証   年  月  日付け    県 第      号 

異動内容 （ 免許取得 ・ 雇用 ・ 解雇 ）   年  月  日

住所  

本籍地  

（ふりがな）
生年月日 年  月  日

氏 名

免許証   年  月  日付け    県 第      号 

異動内容 （ 免許取得 ・ 雇用 ・ 解雇 ）   年  月  日

従事者数               人 

その他の変更  

廃止の理由  



（注）１ 該当する欄にその内容を記載してください。 

   ２ 変更の場合は、変更後の内容を記載し、変更前の欄に変更前の内容を記載してください。



  様式第６号を次のように改める。



様式第６号（第５条関係） 
無店舗取次店営業届出事項変更（廃止）届出書 

  年  月  日 

（宛先）静岡市保健所長 

営業者住所（法人にあって

は、その主たる事務所の所在

地） 

営業者本籍地（法人にあって

は、記入不要）

（ ふ り が な ）
営業者氏名（法人にあって

は、その名称及び代表者氏

名） 

生 年 月 日 
年 月 日 

（法人にあっては、記入不要）

電 話 番 号 

（ ふ り が な ）

名 称

営 業 区 域

業 務 用 車 両

自動車登録番号

又 は 車 両 番 号

保 管 場 所

届出区分 添付書類等 異動年月日 根拠法令 

 営業者の氏名（法人にあっては、その名

称及び代表者の氏名）又は住所（法人に

あっては、その主たる事務所の所在地）

の変更 

（１）（２） 年  月  日

クリーニング業法

第５条第３項 

 営業者の本籍の変更 （２） 年  月  日

営業者の電話番号の変更  年  月  日

 無店舗取次店の名称  年  月  日

 営業区域の変更  年  月  日

 業務用車両の変更 （３）（４） 年  月  日

 業務用車両の構造設備の変更 （４） 年  月  日

 従業者中のクリーニング師の変更 （５） 

 クリーニング師を除く従事者数の変更  年  月  日

 その他の変更  年  月  日

 廃止  年  月  日

添付書類 （１）法人の場合は、登記事項証明書又は定款若しくは寄附行為の写し 
（２）個人の場合は、戸籍抄本 
（３）自動車検査証の写し 
（４）業務用車両の構造設備の概要を示す図 
（５）クリーニング師免許証の写し（書換えをしていないときは、戸籍抄本（解雇を除く。））

（注）該当する届出区分の左欄に○印を記入してください。 

       変更 

次の無店舗取次店について  したので届け出ます。 

             廃止 





営 業 者

氏 名

（法人にあっては、

その名称及び代表

者 の 氏 名 ）

（ふりがな）

住 所

（法人にあっては、

その主たる事務所

の 所 在 地 ）

本 籍

電 話 番 号

無 店 舗

取 次 店

名 称

（ふりがな）

営 業 区 域

業 務 用

車 両

自動車登録番号

又 は 車 両 番 号

保 管 場 所

構 造 設 備

クリーニ

ン グ 師

１

住 所  

本 籍  

（ふりがな） 

生年月日 年  月  日
氏 名  

免 許 証   年  月  日付け    県 第      号 

異動内容・年月日 （ 免許取得 ・ 雇用 ・ 解雇 ）   年  月  日 

２

住 所  

本 籍  

（ふりがな） 

生年月日 年  月  日
氏 名  

免 許 証   年  月  日付け    県 第      号 

異動内容・年月日 （ 免許取得 ・ 雇用 ・ 解雇 ）   年  月  日 

従 事 者 数         人 

そ の 他 の 変 更  

廃 止 の 理 由  



（注）該当する欄にその内容（変更の場合は、変更後の内容）を記載してください。 



  様式第７号を次のように改める。



様式第７号（第５条関係） 
クリーニング所・無店舗取次店営業者地位承継届出書 

  年  月  日 

（宛先）静岡市保健所長 

営業者住所（法人にあっては、

その主たる事務所の所在地）
（ ふ り が な ）

営業者氏名（法人にあっては、

その名称及び代表者の氏名）

生 年 月 日 年 月 日（法人にあっては、記入不要）

ク
リ
ー
ニ
ン
グ
所

（ ふ り が な ）

名 称

所 在 地
静岡市    区 

                 電話（   ） 

開設検査確認済証     年  月  日付け    第      号 

無
店
舗
取
次
店

（ ふ り が な ）

名 称 電話（   ） 

業 務 用

車 両

自動車登録番号
又は車両番号

保 管 場 所

譲

渡

の

場

合

譲渡人の住所 
（法人にあっては、その
主たる事務所の所在地）

譲渡人の氏名 
（法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名）

譲渡の年月日 年  月  日 

相

続

の

場

合

被相続人の住所  

被相続人の氏名  

被相続人との続柄  

相続開始年月日 年  月  日 

合
併
又
は
分
割
の
場
合

合併により消滅する法人
又は分割前の法人の主た
る事務所の所在地 

合併により消滅する法人
又は分割前の法人の名称
及び代表者の氏名 

合併又は分割の年月日 年  月  日 

クリーニング所 

次のとおり       営業者の地位を承継したので届け出ます。 

      無店舗取次店 



添付書類 
１ 譲渡にあっては、営業の譲渡が行われたことを証する書類 
２ 譲渡において届出者が外国人の場合にあっては、住民票の写し（住民基本台帳法第30条の45に規定
する国籍等を記載したものに限る。） 
３ 相続にあっては、戸籍謄本又は不動産登記規則第247条第５項の規定により交付を受けた同条第１
項に規定する法定相続情報一覧図の写し 
４ 相続において相続人が２人以上ある場合にあっては、営業者の地位を承継すべき相続人として選
定されたことを証する書類 
５ 届出者が法人の場合にあっては、営業者の地位を承継した法人の登記事項証明書 



 （静岡市理容師法施行細則の一部改正） 

第５条 静岡市理容師法施行細則（平成15年静岡市規則第148号）の一部を次のように改正する。 

  様式第１号を次のように改める。



様式第１号（第２条関係） 

（表） 

理容所開設届出書 

  年  月  日 

（宛先）静 岡 市 保 健 所 長 

開設者住所（法人にあっては、その

主たる事務所の所在地） 
（ ふ り が な ）
開設者氏名（法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名） 

生 年 月 日 
年 月 日（法人にあっては、記入不

要）

理容所を開設するので、理容師法第11条第１項の規定により届け出ます。 

理 容 所

（ ふ り が な ）

名 称

所 在 地
静岡市     区 

   電話（   ） 

管 理 

理 容 師 

住 所

（ ふ り が な ）
生年月日 年  月  日

氏 名

登 録 番 号 年  月  日付け         第     号 

講 習 会 修 了 証 書 年  月  日付け    県    第     号 

理容師 

１

（ ふ り が な ）
生年月日 年  月  日

氏 名

登 録 番 号 年  月  日付け         第     号 

２

（ ふ り が な ）
生年月日 年  月  日

氏 名

登 録 番 号 年  月  日付け         第     号 

３

（ ふ り が な ）
生年月日 年  月  日

氏 名

登 録 番 号 年  月  日付け         第     号 

４

（ ふ り が な ）
生年月日 年  月  日

氏 名

登 録 番 号 年  月  日付け         第     号 

理容師に結核、皮膚疾患その他厚

生労働大臣の指定する伝染性疾

病がある場合は、その氏名及び疾

病名

氏名（         ） 疾病名（           ）

その他の 

従 業 者 

氏 名 生 年 月 日 備 考 

 年  月  日

 年  月  日

 年  月  日

開 設 予 定 日   年  月  日 

同一の場所で現に美容所が開設されている  



場合は、当該美容所の名称 

同一の場所で美容所の開設の届出がされて

いる場合は、当該美容所の開設予定年月日
  年  月  日 



（裏） 

構 造 及 び

設 備 の 概 要

作業所面積（内法） ㎡ 待合所面積（内法） ㎡

理容用椅子 脚 作業面の照度 ルクス

床材料 汚物箱（蓋付き） 個

腰板材料 毛髪箱（蓋付き） 個

消毒設備 

・薬液消毒器  台 

（エタノール・次亜塩素酸ナト 

リウム・煮沸・      ） 

・紫外線消毒器  台 

・その他     台 

洗髪器（流水装置） 器

手指、器具洗浄設備 器

換気扇 台

救急薬品及び衛生材料 （有・無）

その他 

添 付 書 類

１ 構造及び設備の平面図並びに案内図 

２ 開設者が法人の場合は、登記事項証明書又は定款若しくは寄附行為の写し 

３ 管理理容師を置く場合は、管理理容師講習会を修了したことを証する書類の

写し 

４ 理容師免許証の写し又は理容師免許証明書の写し 

５ 理容師の結核、皮膚疾患その他厚生労働大臣の指定する伝染性疾病の有無に

関する医師の診断書 

６ 外国人が届出をする場合は、住民票の写し（国籍等を記載したものに限る。）

（注）添付書類３及び４については、提出時に本証を持参して下さい。また、書換えをしていな

いときは戸籍抄本を添付してください。 



  様式第４号を次のように改める。



様式第４号（第４条関係） 
理容所開設届出書記載事項変更（廃止）届出書 

  年  月  日 

（宛先）静 岡 市 保 健 所 長 

開設者住所（法人にあっ

ては、その主たる事務所

の所在地） 
（ ふ り が な ）
開設者氏名（法人にあっ

ては、その名称及び代表

者の氏名） 

生 年 月 日 年 月 日（法人にあっては、記入不要）

次の施設について、次のとおり届け出ます。 

（ふりがな）

施 設 の 名 称

所 在 地
静岡市     区 

   電話（   ）   

開設検査確認済

証 
年  月  日        第      号 

届出区分 添付書類等 異動年月日 根拠法令 

 施設の名称の変更 （１）  年 月 日 理容師法第１１条第２項 

 管理理容師の変更 （２）  年 月 日 

 従業者の免許取得 （３）（４）

 開設者の住所（法人にあっ

ては、その主たる事務所の

所在地）又は氏名（法人に

あっては、その名称及び代

表者の氏名）の変更 

（１） 
（５） 
（６） 

 年 月 日 

従業者の氏名の変更 （６）  

 構造設備の変更 （７）  年 月 日 

 従業者の雇用 （３）（４）

 従業者の解雇   

 理容師の伝染性疾病等の

変更 
（４）  

 その他の変更   年 月 日 

 廃止 （１）  年 月 日 

添付書類 （１）開設検査確認済証 
（２）管理理容師講習会を修了したことを証する書類の写し（書換えをしていないときは、
戸籍抄本を添付） 

（３）理容師にあっては、理容師免許証の写し又は理容師免許証明書の写し（書換えをし
ていないときは、戸籍抄本を添付） 

（４）理容師にあっては、伝染性疾病（結核、伝染性皮膚疾患）の有無に関する医師の診
断書 

（５）法人にあっては、登記事項証明書又は定款若しくは寄付行為の写し 
（６）個人にあっては、戸籍抄本 
（７）内容を明示する平面図等 

（注）１ 該当する届出区分の左欄に○印を記入してください。 

   ２ 添付書類の（２）及び（３）については、提出時に本証を持参してください。 



開設者の氏名 

（法人にあって

は、その名称及び

代表者の氏名） 

（ふりがな）

変
更
前

（ふりがな） 

開設者の住所 

（法人にあって

は、その主たる事

務所の所在地） 
変
更
前

施 設 の 名 称

（ふりがな）

変
更
前

（ふりがな） 

管 理

理 容 師

住 所

（ふりがな）

生年月日 年  月  日
氏 名

登 録 番 号 年  月  日付け         第     号 

講 習 会 修 了 証 書 年  月  日付け    県    第     号 

理 容 師

氏 名 登録番号
年 月 日付け 

第     号 
異動内容 取得・雇用・解雇

生年月日 年  月  日 異動年月日   年  月  日 

氏 名 登録番号
年 月 日付け 

第     号 
異動内容 取得・雇用・解雇

生年月日 年  月  日 異動年月日   年  月  日 

氏 名 登録番号
年 月 日付け 

第     号 
異動内容 取得・雇用・解雇

生年月日 年  月  日 異動年月日   年  月  日 

氏 名 登録番号
年 月 日付け 

第     号 
異動内容 取得・雇用・解雇

生年月日 年  月  日 異動年月日   年  月  日 

その他の

従 業 者

氏 名 生年月日 備   考 異動年月日 異動内容 

年  月  日  年  月  日 雇用・解雇

年  月  日  年  月  日 雇用・解雇

構 造 設 備

そ の 他 の 変 更

廃 止 の 理 由



（注）１ 該当する欄にその内容を記載してください。 

   ２ 変更の場合は、変更後の内容を記載し、変更前の欄に変更前の内容を記載してください。



  様式第５号を次のように改める。



様式第５号（第４条関係） 
理容所開設者地位承継届出書 

  年  月  日 

（宛先）静岡市保健所長 

開設者住所（法人にあっては、その

主たる事務所の所在地） 
（ ふ り が な ）

開設者氏名（法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名） 

生年月日 年  月  日（法人にあっては、記入不要）

次のとおり理容所開設者の地位を承継したので届け出ます。 

営

業

施

設

（ ふ り が な ）

名 称

所 在 地
静岡市     区 

   電話（   ）   

開 設 検 査 確 認 済 証 年  月  日付け    第       号 

譲

渡

の

場

合

譲渡人の住所 
（法人にあっては、そ
の主たる事務所の所在

地） 

譲渡人の氏名 
（法人にあっては、そ
の名称及び代表者の氏

名） 

譲渡の年月日 年  月  日 

相

続

の

場

合

被相続人の住所  

被相続人の氏名  

被相続人との続柄  

相続開始年月日 年  月  日 

合

併

又

は

分

割

の

場

合

合併により消滅する法
人又は分割前の法人の
主たる事務所の所在地 

合併により消滅する法
人又は分割前の法人の
名称及び代表者の氏名 

合 併 又 は 分 割 の

年 月 日
年  月  日 



添付書類 
 １ 譲渡にあっては、営業の譲渡が行われたことを証する書類 
 ２ 譲渡において届出者が外国人の場合にあっては、住民票の写し（住民基本台帳法第30条の45に規定
する国籍等を記載したものに限る。） 

 ３ 相続にあっては、戸籍謄本又は不動産登記規則第247条第５項の規定により交付を受けた同条第１
項に規定する法定相続情報一覧図の写し 

 ４ 相続において相続人が２人以上ある場合は、開設者の地位を承継すべき相続人として選定された
ことを証する書類 

 ５ 届出者が法人の場合にあっては、開設者の地位を承継した法人の登記事項証明書 



 （静岡市美容師法施行細則の一部改正） 

第６条 静岡市美容師法施行細則（平成15年静岡市規則第149号）の一部を次のように改正する。 

  様式第１号を次のように改める。



様式第１号（第２条関係） 

（表） 

美容所開設届出書 

  年  月  日 

（宛先）静 岡 市 保 健 所 長 

開設者住所（法人にあっては、

その主たる事務所の所在地） 
（ ふ り が な ）
開設者氏名（法人にあっては、

その名称及び代表者の氏名） 

生 年 月 日   年 月 日（法人にあっては、記入不要）

美容所を開設するので、美容師法第11条第１項の規定により届け出ます。 

美 容 所

（ ふ り が な ）

名 称

所 在 地
静岡市     区 

   電話（   ） 

管 理 

美 容 師 

住 所

（ ふ り が な ）
生年月日 年  月  日

氏 名

登 録 番 号 年  月  日付け         第     号 

講 習 会 修 了 証 書 年  月  日付け    県    第     号 

美 容 師 

１

（ ふ り が な ）
生年月日 年  月  日

氏 名

登 録 番 号 年  月  日付け         第     号 

２

（ ふ り が な ）
生年月日 年  月  日

氏 名

登 録 番 号 年  月  日付け         第     号 

３

（ ふ り が な ）
生年月日 年  月  日

氏 名

登 録 番 号 年  月  日付け         第     号 

４

（ ふ り が な ）
生年月日 年  月  日

氏 名

登 録 番 号 年  月  日付け         第     号 

美容師に結核、皮膚疾患その他厚

生労働大臣の指定する伝染性疾

病がある場合は、その氏名及び疾

病名

氏名（         ） 疾病名（           ）

その他の 

従 業 者 

氏 名 生 年 月 日 備 考 

 年  月  日

 年  月  日

 年  月  日

開 設 予 定 日   年  月  日 



同一の場所で現に理容所が開設されている

場合は、当該理容所の名称 

同一の場所で理容所の開設の届出がされて

いる場合は、当該理容所の開設予定年月日
  年  月  日 



（裏） 

構 造 及 び

設 備 の 概 要

作業所面積（内法） ㎡ 待合所面積（内法） ㎡

セット用椅子 脚 作業面の照度 ルクス

床材料 汚物箱（蓋付き） 個

腰板材料 毛髪箱（蓋付き） 個

消毒設備 

・薬液消毒器  台 

（エタノール・次亜塩素酸ナト 

リウム・煮沸・      ） 

・紫外線消毒器  台 

・その他     台 

洗髪器（流水装置） 器

手指、器具洗浄設備 器

換気扇 台

救急薬品及び衛生材料 （有・無）

その他 

添 付 書 類

１ 構造及び設備の平面図並びに案内図 

２ 開設者が法人の場合は、登記事項証明書又は定款若しくは寄附行為の写し 

３ 管理美容師を置く場合は、管理美容師講習会を修了したことを証する書類の写

し 

４ 美容師免許証の写し又は美容師免許証明書の写し 

５ 美容師の結核、皮膚疾患その他厚生労働大臣の指定する伝染性疾病の有無に関

する医師の診断書 

６ 外国人が届出をする場合は、住民票の写し（国籍等を記載したものに限る。）

（注）添付書類３及び４については、提出時に本証を持参して下さい。また、書換えをしていな

いときは戸籍抄本を添付してください。 



  様式第４号を次のように改める。



様式第４号（第４条関係） 
美容所開設届出書記載事項変更（廃止）届出書 

  年  月  日 

（宛先）静 岡 市 保 健 所 長 

開設者住所（法人にあっては、そ

の主たる事務所の所在地） 
（ ふ り が な ）

開設者氏名（法人にあっては、そ

の名称及び代表者の氏名） 

生 年 月 日 年 月 日（法人にあっては、記入不要）

次の施設について、次のとおり届け出ます。 

（ふりがな）

施 設 の 名 称

所 在 地
静岡市     区 

   電話（   ）   

開設検査確認済

証 
年  月  日        第      号 

届出区分 添付書類等 異動年月日 根拠法令 

 施設の名称の変更 （１）  年 月 日 美容師法第１１条第２項 

 管理美容師の変更 （２）  年 月 日 

 従業者の免許取得 （３）（４）

 開設者の住所（法人にあっ

ては、主たる事務所の所在

地）又は氏名（法人にあっ

ては、その名称及び代表者

の氏名）の変更 

（１） 
（５） 
（６） 

 年 月 日 

従業者の氏名の変更 （６）  

 構造設備の変更 （７）  年 月 日 

 従業者の雇用 （３）（４）

 従業者の解雇   

 美容師の伝染性疾病等の

変更 
（４）  

 その他の変更   年 月 日 

 廃止 （１）  年 月 日 

添付書類 （１）開設検査確認済証 
（２）管理美容師講習会を修了したことを証する書類の写し（書換えをしていないときは、
戸籍抄本を添付） 

（３）美容師にあっては、美容師免許証の写し又は美容師免許証明書の写し（書換えをし
ていないときは、戸籍抄本を添付） 

（４）美容師にあっては、伝染性疾病（結核、伝染性皮膚疾患）の有無に関する医師の診
断書 

（５）法人にあっては、登記事項証明書又は定款若しくは寄付行為の写し 
（６）個人にあっては、戸籍抄本 
（７）内容を明示する平面図等 

（注）１ 該当する届出区分の左欄に○印を記入してください。 

   ２ 添付書類の(２)及び(３)については、提出時に本証を持参してください。 



開設者の氏名 

（法人にあって

は、その名称及び

代表者の氏名） 

（ふりがな）

変
更
前

（ふりがな） 

開設者の住所 

（法人にあって

は、その主たる事

務所の所在地） 
変
更
前

施 設 の 名 称

（ふりがな）

変
更
前

（ふりがな） 

管 理

美 容 師

住 所

（ふりがな）

生年月日 年  月  日
氏 名

登 録 番 号 年  月  日付け         第     号 

講 習 会 修 了 証 書 年  月  日付け    県    第     号 

美 容 師

氏 名 登録番号
年 月 日付け 

第     号 
異動内容 取得・雇用・解雇

生年月日 年  月  日 異動年月日   年  月  日 

氏 名 登録番号
年 月 日付け 

第     号 
異動内容 取得・雇用・解雇

生年月日 年  月  日 異動年月日   年  月  日 

氏 名 登録番号
年 月 日付け 

第     号 
異動内容 取得・雇用・解雇

生年月日 年  月  日 異動年月日   年  月  日 

氏 名 登録番号
年 月 日付け 

第     号 
異動内容 取得・雇用・解雇

生年月日 年  月  日 異動年月日   年  月  日 

その他の

従 業 者

氏 名 生年月日 備   考 異動年月日 異動内容

年  月  日  年  月  日
雇用・解

雇 

年  月  日  年  月  日
雇用・解

雇 

構 造 設 備

そ の 他 の 変 更

廃 止 の 理 由

（注）１ 該当する欄にその内容を記載してください。 



   ２ 変更の場合は、変更後の内容を記載し、変更前の欄に変更前の内容を記載してください。



  様式第５号を次のように改める。



様式第５号（第４条関係） 
美容所開設者地位承継届出書 

  年  月  日 

（宛先）静岡市保健所長 

開設者住所（法人にあっては、その

主たる事務所の所在地） 
（ ふ り が な ）

開設者氏名（法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名） 

生 年 月 日 年  月  日（法人にあっては、記入不要）

次のとおり美容所開設者の地位を承継したので届け出ます。 

営

業

施

設

（ ふ り が な ）

名 称

所 在 地
静岡市     区 

   電話（   ）   

開 設 検 査 確 認 済 証 年  月  日付け    第       号 

譲

渡

の

場

合

譲渡人の住所 
（法人にあっては、その
主たる事務所の所在地）

譲渡人の氏名 
（法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名）

譲渡の年月日 年  月  日 

相

続

の

場

合

被相続人の住所  

被相続人の氏名  

被相続人との続柄  

相続開始年月日 年  月  日 

合

併

又

は

分

割

の

場

合

合併により消滅する法人
又は分割前の法人の主た
る事務所の所在地 

合併により消滅する法人
又は分割前の法人の名称
及び代表者の氏名 

合 併 又 は 分 割 の

年 月 日
年  月  日 



添付書類 
 １ 譲渡にあっては、営業の譲渡が行われたことを証する書類 
 ２ 譲渡において届出者が外国人の場合にあっては、住民票の写し（住民基本台帳法第30条の45に規定
する国籍等を記載したものに限る。） 

 ３ 相続にあっては、戸籍謄本又は不動産登記規則第247条第５項の規定により交付を受けた同条第１項
に規定する法定相続情報一覧図の写し 

 ４ 相続において相続人が２人以上ある場合は、開設者の地位を承継すべき相続人として選定されたこ
とを証する書類 

 ５ 届出者が法人の場合にあっては、開設者の地位を承継した法人の登記事項証明書 



 （静岡市食品衛生法等の施行に関する規則の一部改正） 

第７条 静岡市食品衛生法等の施行に関する規則（平成15年静岡市規則第150号）の一部を次の

ように改正する。 

  第８条第２号中「（法第56条の規定により合併若しくは分割による営業者の地位を承継し

た場合を除く。）」を削る。 

  第９条の表中 

 「 

省令第68条の規定による相続による地位承継の届出書 様式第６号 を

                                        」 

 「 

省令第67条の２の規定による営業の譲渡による地位承継の届出書 様式第６号
に

省令第68条の規定による相続による地位承継の届出書  

                                        」  

改める。 

  様式第４号を次のように改める。



様式第４号（第９条関係） 

営業許可申請書 

年  月  日 

 （宛先）静岡市保健所長 

 食品衛生法（以下「法」という。）第55条第１項の規定により次のとおり申請します。 

申

請

者

（ふりがな）  

氏名 

※法人にあっては、その名称及び代

表者 
年 月 日生

郵便番号  電話番号 ＦＡＸ番号  

住所  

※法人にあっては、その主たる事務

所の所在地 

電子メールアドレス 法人番号  

営

業

施

設

郵便番号  電話番号 ＦＡＸ番号  

所在地 

※自動車において調理をする営業に

あっては、当該自動車の自動車登録

番号 

電子メールアドレス 

（ふりがな）  

名称、屋号又は商号 

自動販売機の型番 

営

業

の

情

報

営業の種類 営業の形態 

主として取り扱う食品又は添加物  

業

種

に

応

じ

た

情

報 

指定成分等含有食品を取り扱う施設 □ 

飲食店のうち簡易飲食店営業の施設 □ 生食用食肉の加工又は調理を行う施設 □ 

ふぐの処理を行う施設 □ 

（ふりがな）  

認定番号等  ふぐ処理者氏名  

※ふぐ処理する営業の場合 



食
品
衛
生
管
理
者
又
は
食
品
衛
生
責
任
者

（ふりがな）  資格の種類  

食品衛生管理者の氏

名 

資格取得年月日     年   月   日 

受講した講習会
講習会名称  

    年   月   日 

食品衛生施行令第13

条に規定する食品又

は添加物の別 

①全粉乳（容量が1,400グラム以下である缶に収められたもの） ②加糖粉乳 

③調製粉乳 ④食肉製品 ⑤魚肉ハム ⑥魚肉ソーセージ ⑦放射線照射食品 

⑧食用油脂（脱色又は脱臭の過程を経て製造されるもの） ⑨マーガリン ⑩ショー

トニング ⑪添加物（法第13条第１項の規定により規格が定められたもの） 

（ふりがな）  資格の種類  

食品衛生責任者の氏名  

資格取得年月日     年   月   日 

受講した講習会
講習会名称  

    年   月   日 

施

設

の

構

造

等

施設の構造及び設備 添付のとおり 

使用水の種類 

①水道水（□水道水 □専用水道 □簡易専用水

道） 

②□①以外の飲用に適する水 

添

付

書

類

□ 施設の構造及び設備を示す図面 

□ 水質検査の結果を証する書類（飲用に適する水を使用する場合） 

衛

生

管

理

衛生管理計画書 □ 

※複合型そうざい製造業、複合型冷凍食品製造業の場合 

□ ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理   

□ ＨＡＣＣＰの考えを取り入れた衛生管理 

輸出食品取扱施設 □ 

法第55条第２項各号のいずれかに該当することの有無 有    無 

法第55条第２項各号のいずれかに該当する場合の内容  

備

考

（ふりがな）  電話番号  



担

当

者

担当者氏名  



  様式第６号を次のように改める。



様式第６号（第９条関係）            

地位承継届出書 

年  月  日 

   （宛先）静岡市保健所長 

 により      の地位を承継したので、食品衛生法           

の規定により届け出ます。 

届
出
者

（ふりがな）  
生年月日（個人事業

主の場合に限る。） 
年 月 日

氏名 

※法人にあっては、その名

称及び代表者の氏名 

被相続人との続柄

（相続の場合に限

る。） 

郵便番号  電話番号  ＦＡＸ番号

住所 

※法人にあっては、その主

たる事務所の所在地 

電子メールアドレス  法人番号  

該当する箇所に〇印を付けてく

ださい。 
届出の種類 裏面記入番号 

譲渡 ① 

相続 ② 

合併 ③ 

分割 ④ 

営

業

施

設 

所在地  

（ふりがな）  

名称、屋号又は商号  

許可番号及び許可年月日 

※許可営業の場合に限る。 
営業の種類 備考 

               号 

     年    月    日 

               号 

     年    月    日 

               号 

     年    月    日 

               号 

     年    月    日 

               号 

     年    月    日 

第56条第２項

第57条第２項において読み替えて準用する
許可営業者

届出営業者

譲渡 

相続 

合併 

分割 

同法第56条第２項



備

考 



①

譲

渡

し

た

者

（ふりがな） 

譲渡した者の氏名 

※法人にあっては、

その名称及び代表者

の氏名  

郵便番号  電話番号  ＦＡＸ番号  

譲渡した者の住所 

※法人にあっては、

その主たる事務所の

所在地 

電子メールアドレス  

譲渡の年月日     年  月  日 

添付書類 

□譲渡が行われたことを証する書類 

・譲渡契約書の写し等、当事者による譲渡の意思と譲渡の事実が確認できるもの 

・法人化した場合は、当該個人事業主と法人との譲渡契約書の写し等 

②

被

相

続

人

（ふりがな） 

被相続人の氏名 年  月  日生 

郵便番号  電話番号  ＦＡＸ番号  

被相続人の住所  

電子メールアドレス  

相続開始の年月日     年  月  日 

添付書類 □戸籍謄本 □法定相続情報一覧図の写し □同意書（相続人が２人以上の場合） 

③

合

併

に

よ

り

消

滅

し

た

法

人

（ふりがな）  

合併により消滅した

法人の名称及び代表

者の氏名 

郵便番号  電話番号  ＦＡＸ番号  

合併により消滅した

法人の所在地 

電子メールアドレス  法人番号  

合併の年月日     年  月  日 

添付書類 
□合併後存続する法人又は合併により設立された法人の登記事項証明書 

④

分

割

前

の

法

人

（ふりがな）  

分割前の法人の名称

及び代表者の氏名 

郵便番号  電話番号  ＦＡＸ番号  

分割前の法人の所在

地 

電子メールアドレス  法人番号  

分割の年月日     年  月  日 

添付書類 □分割により営業を承継した法人の登記事項証明書 

担

当

者

（ふりがな）  

電話番号 
担当者氏名 



  様式第８号及び様式第９号中「引用」を「飲用」に改める。 

 （静岡市食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行細則の一部改正） 

第８条 静岡市食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行細則（平成15年静岡市規

則第151号）の一部を次のように改正する。 

  様式第５号その３を様式第５号その４とし、様式第５号その２を様式第５号その３とし、

様式第５号その１を様式第５号その２とし、同様式の前に次の１様式を加える。



様式第５号その１（第８条関係） 

食鳥処理事業者地位承継（譲渡）届出書 

年 月 日 

  （宛先）静岡市保健所長 

届出者 

住 所 

氏 名 

電 話 

  食鳥処理業者の地位を譲渡により承継したので、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関

する法律第７条第２項の規定により次のとおり届け出ます。 

被 譲 渡 人 の 住 所

被 譲 渡 人 の 氏 名

譲 渡 年 月 日     年  月  日 

食 鳥 処 理 場 の 名 称

電話（   局   番） 

食鳥処理場の所在地

許可年月日及び番号     年  月  日       第     号 

 （添付書類） 

  １ 営業の譲渡が行われたことを証する書類 

  ２ 被譲渡者が法人の場合は法人の登記事項証明書定款若しくは寄附行為の写し 

  ３ 食鳥処理事業許可証 



   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 


